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事実の概要

　１　事案の概要
　本件は、テレビ用ブラウン管（以下「ブラウン管」
という）の製造販売業者 11 社が、我が国ブラウ
ン管テレビ製造販売業者（オリオン電機、三洋電機、
シャープ、日本ビクター及び船井電機の 5社であり、
以下「5社」という）の東南アジア地域所在の製造
子会社、関連会社又は製造委託先会社（以下「現
地製造子会社等」という）向けブラウン管の販売価
格について、最低目標価格等を設定する旨合意し
たことが不当な取引制限に該当するとして、公取
委が行った排除措置命令及び課徴金納付命令に係
る審判事件である。審決取消訴訟が提起されてお
り、うち平成 22 年（判）第 7号事件（サムソン
SDI マレーシアに対する課徴金納付命令審判事件）審
決に係る取消訴訟（東京高判平成 27 年（行ケ）第
37 号事件）では、平成 28 年 1 月 29 日、審決を
支持する判決が出ている（公取委HP）。本解説では、
本件に対する独占禁止法 3条後段の適用の可否
を中心に検討することとし、引用は平成22年（判）
第 7号事件審決による。
　２　事実の概要
　5社は、現地製造子会社等を有して、ブラウン
管テレビの製造販売業を営んでいた。5社はそれ
ぞれ、MT映像ディスプレイ（Ａ）、サムスン SDI
（Ｂ）、中華映管（Ｃ）、LG フィリップス・ディス
プレイズ（Ｄ）及びタイ CRT（Ｅ）ほかのブラウ

ン管製造販売業者の中から一又は複数の事業者を
選定し、当該事業者との間で、現地製造子会社等
が購入するブラウン管の仕様のほか、おおむね 1
年ごとの購入予定数量の大枠やおおむね四半期ご
との購入価格及び購入数量について交渉してい
た（以下この選定及び交渉を「本件交渉等」という）。
現地製造子会社等は、本件交渉等を経た後、主に
MT映像ディスプレイ・インドネシア（ａ１）、同
マレーシア（ａ２）、同タイ（ａ３）、サムソン SDI
マレーシア（ｂ）、中華映管マレーシア（ｃ）、Ｄ、
LP ディスプレイズ・インドネシア（ｄ）及びＥ（以
下これらを「8社」という）からブラウン管を購入
していた（本件交渉等を経て現地製造子会社等が購
入するブラウン管を以下「本件ブラウン管」という）。
平成 15 年から平成 19 年までの 5年間における
現地製造子会社等の本件ブラウン管の総購入額の
うち、8社からの購入額の合計の割合は約 83.5％
であった。
　Ａ及びａ１、Ｂ及びｂ、Ｃ及びｃ、Ｄ及びｄ並
びにＥは、本件ブラウン管の現地製造子会社等向
け販売価格の安定を図るため、遅くとも平成 15
年 5 月 22 日頃までに、日本国外において会合を
継続的に開催し、おおむね四半期ごとに次の四半
期における本件ブラウン管の現地製造子会社等向
け販売価格の各社が遵守すべき最低目標価格等を
設定する旨合意し（以下この合意を「本件合意」と
いう）、その後、ａ２及びａ３が本件合意に加わった。
　しかし、Ｃ及びｃが平成 19 年 3 月 30 日、競
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争法上の問題により本件ブラウン管の会合に出席
しない旨表明し、その後Ａも同様の対応を採った
ことなどにより、それ以降会合は開催されていな
いことから、同日以降、本件合意は事実上消滅し
た。
　公取委は、Ａ及びＢに排除措置命令（平 21・
10・7審決集 56 巻 (2)71 頁）を行うとともに、ａ１、
ａ２及びａ３、ｂ並びにＤ及びｄの 6社に課徴金納
付命令（同 173 頁〔ｂ及びｄについては平 22・2・
12〕）を行ったところ（ｃは課徴金減免申請による
免除を受けたとみられ、また、Ｅは清算が結了して
いた）、Ｄ及びｄを除く 6社から審判請求がなさ
れた。審判の結果、排除措置命令については、命
令の時までに違反行為はあったが命令時にはなく
なっており、排除措置を命ずる必要性が認められ
ないとして取り消し（違法宣言審決）、課徴金納付
命令については、審判請求を棄却した。

審決の要旨

　１　不当な取引制限の禁止規定の適用範囲
　「事業者が日本国外において独占禁止法第 2条
第 6項に該当する行為に及んだ場合であっても、
少なくとも、一定の取引分野における競争が我が
国に所在する需要者をめぐって行われるものであ
り、かつ、当該行為により一定の取引分野におけ
る競争が実質的に制限された場合には、同法第 3
条後段が適用されると解するのが相当である。」
　２　一定の取引分野の画定
　「本件合意は、……本件ブラウン管の現地製造
子会社等向け販売価格について、各社が遵守す
べき最低目標価格等を設定する旨の合意であり、
11 社のした共同行為が対象としている取引は、
本件ブラウン管の販売に関する取引であり、それ
により影響を受ける範囲も同取引であるから、本
件ブラウン管の販売分野が一定の取引分野である
と認められる。」
　３　我が国所在需要者を巡る競争
　「直接に本件ブラウン管を購入し、商品の供給
を受けていたのが現地製造子会社等であるとして
も、我が国ブラウン管テレビ製造販売業者の果た
していた……役割に照らせば、我が国ブラウン管
テレビ製造販売業者と現地製造子会社等は一体不
可分となって本件ブラウン管を購入していたとい
うことができ」、「我が国ブラウン管テレビ製造販

売業者は本件ブラウン管の需要者に該当するもの
であり、本件ブラウン管の販売分野における競争
は、主として我が国に所在する需要者をめぐって
行われるものであったということができる。」
　４　競争の実質的制限
　「現地製造子会社等の本件ブラウン管の総購入
額のうち、被審人ほか 7社からの購入額の合計
の割合は、約 83.5 パーセントとその大部分を占
めていたこと……等に照らせば、本件合意により、
本件ブラウン管の価格をある程度自由に左右する
ことができる状態をもたらしたといえる……。」
　５　課徴金対象となる「当該商品」
　「本件ブラウン管が本件違反行為の対象商品の
範ちゅうに属する商品であって、違反行為である
相互拘束を受けたものであることは明らかであ
る。したがって、本件ブラウン管は『当該商品』
に当たるから、独占禁止法施行令第 5条に基づ
き算定された本件ブラウン管の売上額が課徴金の
計算の基礎となる。」

審決の解説

　一　独占禁止法の場所的適用範囲
　渉外的要素を有する競争制限行為について、国
家法である独占禁止法をどの範囲まで適用できる
のか、また、その根拠をどこに求めるのか（いわ
ゆる域外適用）が議論されてきた。いち早く「効
果主義」を確立した米国反トラスト法や効果主義
に立脚した管轄権規定を有するドイツ競争制限禁
止法等と異なり、管轄権規定を欠く独占禁止法の
執行においては、属地主義による国家実行の下で、
外国で行われた競争制限行為や外国企業に対する
法適用は長年行われてこなかった１）。しかし、公
取委はマリンホース事件において、日米欧の事業
者による世界市場を対象とする市場分割カルテル
を認定しつつ、「我が国に所在するマリンホース
の需要者が発注するものの取引分野」における競
争の実質的制限として構成し、排除措置命令（平
20・2・20 審決集 54 巻 512 頁）を行うとともに、
我が国所在需要者向けの売上げを有する事業者の
みに課徴金納付命令（同 623 頁）を行い、さらに、
本件について法的措置を採るに至った。
　本審決は、独占禁止法の管轄権をまず肯定した
上で違反の有無を判断するという手順を踏んでい
ない。国家法の管轄権を検討する理由が、主権が
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併存する国際社会において国家法同士の矛盾・抵
触を回避することにあるとすれば、実体規定の解
釈として実質的に達成できる以上、管轄権の有無
を先決的に判断する必要はないと考えられる。た
だし、この手法が常に可能であるとはいえず、審
決には「少なくとも」という留保が付されている。
　こうした法適用の理論的背景には、公取委が
開催した「独占禁止法渉外問題研究会」の平成 2
年の報告書があると考えられる。報告書は、「外
国企業が日本国内に物品を輸出するなどの活動を
行っており、その活動が我が国独占禁止法違反を
構成するに足る行為に該当すれば、独占禁止法に
違反して、規制の対象になる」２）と述べている。
これは、我が国独占禁止法上、違反要件として行
為要件に加えて効果要件（一定の取引分野における
競争の実質的制限又は公正な競争を阻害するおそれ）
の充足が必要であり、当該行為が効果要件を充足
するのであれば当然にその効果が我が国市場に及
ぶことを意味し、当該行為に対する管轄権の有無
を殊更論ずる必要はないとする考え方である３）。
　また、前述のマリンホース事件では、事実認定
レベルでは世界市場における市場分割を認定しつ
つ、法適用レベルでは我が国所在需要者向けに限
定した取引分野が画定されており、自国所在需要
者説を採用したものとされている４）。本審決は、
この点を明示的に述べ、「一定の取引分野におけ
る競争が我が国に所在する需要者をめぐって行わ
れる」場合には独占禁止法が適用されるとし、そ
の理由を我が国市場における自由競争経済秩序の
保護という独占禁止法の趣旨目的に求めている。
ただし、ここでも「少なくとも」の限定が意味を
持ち、それ以外の場合に独占禁止法が適用される
余地を残しており、あくまで事例判断である。

　二　合意の認定と一定の取引分野の画定
　審決は、11 社の合意の対象が「本件ブラウン
管」、すなわち、本件交渉等を経て現地製造子会
社等が購入するブラウン管であると認定してお
り、当該行為が「対象としている取引及びそれに
より影響を受ける範囲を検討して」取引分野を画
定するという判例（社会保険庁シール談合刑事事件・
東京高判平 5・12・14 高刑集 46 巻 3号 322 頁を引用）
に沿って、「本件ブラウン管の販売分野」を一定
の取引分野と画定し、そこでの 8社の販売割合
が 83.5％であったこと等から競争の実質的制限

を認定している。しかし、ブラウン管の購入者は
これら現地製造子会社等以外にも存在したはずで
あり、また、ブラウン管の供給者は 11 社以外に
も存在していたと考えられる。実態としては、ブ
ラウン管製造販売業者とブラウン管テレビ製造販
売業者から構成されるグローバルな市場が形成さ
れており、より広範囲な国際的価格カルテルが行
われていた可能性も考えられるが、審決にはこう
した限定について特段の説明はない５）。
　ハードコア・カルテル事件におけるこのような
縮小認定は、一定の取引分野における競争の実質
的制限を要件とする法制においては事件処理上必
要になるものであり６）、違反事業者側にも利益に
なることから、審判での争点にはならなかったも
のと思われる。

　三　需要者の認定
　審決は、我が国ブラウン管テレビ製造販売業者
5社とそれぞれの現地製造子会社等との本件ブラ
ウン管の取引の実態を詳細に検討して、両者が「一
体不可分となって本件ブラウン管を購入してい
た」のであり、5社は本件ブラウン管の需要者に
該当すると判断し、「本件ブラウン管の販売分野
における競争は、主として我が国に所在する需要
者をめぐって行われるものであった」と結論付け
た。こうした取扱いは、「従来の国内カルテルに
ついてはみられなかった法的判断であり、本件国
際カルテルへの法の適用を可能にするために行っ
た法的な擬制である」と指摘されている７）。
　また、実態として、本件ブラウン管はもとより、
それを基幹部品として現地製造子会社等が製造す
るブラウン管テレビも日本国内に輸入販売された
ことはほとんどなかったと指摘されている。この
ため、本件に独占禁止法を適用することが我が国
の消費者の利益につながることはなく、単にブラ
ウン管の購入者である事業者 5社を保護するこ
とに堕するのではないかとする批判があるが、こ
れには反論もある８）。
　本審決の論理に対しては、「国際法上、例外的
な場合を除いて疑義のある管轄権原理とされる受
動的属人主義の系譜に連なる」とし、また、カル
テルの購入者側の経済的一体性を強調して競争法
の国際的適用を肯定したケースを知らないとし
て、「国際法上疑義のある原理や論理は避けるの
が賢明」であるとする批判がある９）。他方、実質
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的にみれば、「カルテルの実行行為が国内に存在
するために、客観的属地主義の観点から管轄を肯
定できると述べるに等しい」ものであり、EU の
実施理論や米国における実務とも整合的であると
する評価もある 10）。

　四　課徴金の計算
　審決は、課徴金の関係規定を機械的に適用して
売上額を計算しており、入札談合事案に係る最高
裁判例（多摩談合審決取消請求〔新井組ほか〕事件・
最判平 24・2・20 民集 66 巻 2 号 796 頁）を引用し
て具体的な競争制限効果が発生したものに限定す
べきとの主張を退けている。これに対しては、独
占禁止法の保護法益の観点から、例えば日本国内
において引き渡されたものに限定することが合理
的であるとする批判がある 11）。

　五　まとめ
　本件審決は、外国で行われた価格カルテルにつ
いて、不当な取引制限に該当すると判断し、課徴
金納付命令を支持した新たな事例である。しかし、
上述のように、その評価は分かれ、また、次のよ
うな種々の問題点を抱えている。まず、本審決が
採った需要者側の一体性を認定する手法は、国内
事案においては用いられておらず、本件への法適
用を可能にするための便宜的なものとの疑問を拭
えない。比較法的にみても、対象商品が直接又は
（完成品として）間接に輸入されるものに限って制
裁金や罰金の対象とされていると指摘される 12）。
また、小田切委員の補足意見に示されているよう
に 13）、マレーシア等の競争法による法執行が行
われる場合には、外国競争法との重複適用が生
じ、過大な制裁となりかねない。今後、独占禁止
法の国際的執行を強化する上では、より普遍性の
ある理論と実務を発展させる必要がある。いずれ
にせよ、本件国際カルテルに対する法適用が、ブ
ラウン管ないしはブラウン管テレビが日本国内に
大量に輸入販売されている時期に行われていたな
らば、別途の法理論が採用されたかもしれず、ま
た、より積極的な支持が得られるものとなってい
たのではなかろうか。

●――注
１）国際カルテルに対しては、日本側当事者のみに対し、
日本からの輸出取引分野における競争制限として独占禁

止法 6条が適用されたことがある（化合繊国際カルテル
事件・公取委勧告審決昭 47・12・27 審決集 19 巻 124 頁）。

２）公正取引委員会事務局編『ダンピング規制と競争政策　
独占禁止法の域外適用』（大蔵省印刷局、1990 年）67 頁。

３）平林英勝『独占禁止法の歴史（下）』（信山社、2016 年）
470 頁は、この考え方を「構成要件説」と呼んで、本審
決への影響を指摘する。

４）白石忠志『独占禁止法〔第 2版〕』（有斐閣、2009 年）
412 頁。

５）この限定について、土田和博「審決評釈」公取 778 号
（2015 年）は「本件の事実関係は明らかでない部分が少
なくな（い）」（64 頁）と指摘し、また、泉水文雄「審
決評釈」NBL1062 号（2015 年）は「事実認定によるの
ではなく、理由の説明のない」「定義」による「限定な
いし切り取り」（64 頁）であると指摘し、さらに、欧州
委員会によるブラウン管カルテル事件決定を参照しつ
つ、こうした市場画定や競争の実質的制限の認定を批判
する（66 頁）。他方、越知保見「審決評釈」ジュリ 1488
号（2016 年）は、「きめ細かな対応などの理由で、特定
の供給者群から購入すること」があり、「特定の供給者
が特定の需要者群を対象としてカルテルをしているとの
見方をとったことは、相当の理由があ（る）」（114 頁）
と評価する。

６）入札談合事件に関するものであるが、栗田誠「独占禁
止法による入札談合規制の展開――公取委敗訴事例を素
材に」ジュリ 1438 号（2012 年）30 頁参照。

７）平林・前掲注３）479 頁。
８）泉水文雄「国際カルテルと域外適用」日本国際経済
法学会編『国際経済法講座Ⅰ』（法律文化社、2012 年）
389 頁（なお、泉水・前掲注５）は、この点には言及し
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